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１．連絡会誌発行のご挨拶

去る 1 月 20 日，東京都土木技術研究所において開催しました第３回「地質・地盤情報の利
活用に関する首都圏自治体と産業技術総合研究所の意見交換会」には，東京都，千葉県，神奈
川県，埼玉県，北海道から 11 名，産業技術総合研究所（産総研）から 19 名の参加を得て，地
質・地盤情報に関する熱心な意見交換を行うことができました．過去３回の意見交換会を通じ
て，地質・地盤分野における自治体の皆さまと産総研の意見・情報交換の必要性が理解された
ことから，この活動を発展させた新たな連絡会（自治体・産総研地質地盤情報連絡会）を発足
させることが合意されました．
連絡会活動の柱の一つとして，メールを利用した会誌（メールマガジン）を発行することに

なり，このたび第１号をお届けすることになりました．本連絡会誌が自治体の皆さまと産総研
の情報交換手段として有効に利用されることを期待しています．
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２．首都圏自治体と産業技術総合研究所の意見交換会開催
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平成 17 年 1 月 20 日（木）に江東区新砂の東京都土木技術研究所研修室にて「地質・地盤情
報の利活用に関する首都圏自治体と産業技
術総合研究所の意見交換会」（第３回）が開
催されました．今年度最後の会議であると
共に，次年度には新たな連絡会として出発
することが決まりましたので，会議の様子
等を以下に報告します．
第３回の参加者は自治体側から 11 名，

産総研から 19 名，そのほかコンサルタン
ト関係者 4名の計 34 名でした．
まず会場をご提供していただいた，東京

都土木技術研究所長・平野敬冶氏から挨拶
をいただきました．続いて産業技術総合研

産総研金原氏による開会挨拶



究所を代表して，産学官連携コーディネータ・金原啓司氏から開会の辞と意見交換会の趣旨説
明がありました．
最初の講演として，北海道立地質研究所・廣瀬亘氏から，北海道立地質研究所における地質

地盤情報整備の現状についてのお話がありました．北海道はオブザーバー参加でしたが，今後，
首都圏だけでなく自治体一般への拡大を考え，積極的にご講演いただいた次第です．
次に，産総研からの話題提供があり，広報部地質標本館地質相談所長・酒井彰氏から，産総

研の地質相談事例に見る首都圏自治体の地質ニーズのお話があり，又，地圏資源環境研究部門・
内田利弘氏から物理探査と原位置試験による地盤液状化ポテンシャル評価の研究の紹介があり
ました．
続いて主要な議題として，首都圏の平野堆積盆の深部地下地質構造についての集中的な講演

と議論が続きました．
初めは産総研からの話題提供で，地質情

報研究部門・駒澤正夫氏から，重力データ
からみた首都圏の基盤構造の話題提供，又，
地質情報研究部門・山口和雄氏から，関東
平野の深層地下構造探査の反射法技術の研
究と調査の話題提供がありました．会場か
らの質問に対して，水平方向のわかる範囲
は３ｋｍくらいまで，自治体データの補完
として調査を行っているとの説明がありま
した．
今回の話題提供の目玉の一つとして，地

質情報研究部門・高橋雅紀氏から中新世埋
没ハーフグラーベン群の話題提供がありま
した．その補足として，活断層研究センタ
ーの関口春子氏から地震動を反射断面に直交する方向に１６ｋｍまでとした構造で，震源を仮
定してシミュレーションしたところ，速度応答スペクトルで 4-5 秒程度，深いところで大きく
なる結果を得たという最新の成果が発表されました．会場からも質問が多く寄せられ，ハーフ
グラーベンの分布や構造，活動時期や堆積物の岩相・密度についての議論が交わされました．
産総研からの発表終了後のブレイクタイムに，東京都の地盤情報データベースシステムの見

学を入れていただいた後，後半は自治体か
らの話題提供をいただきました．
まず，東京都土木技術研究所地象部・中

山俊雄氏から，東京都の地下構造調査（平
成１４～１６年度）結果についての話題提
供がありました．続いて千葉県総務部消防
地震防災課・浅尾一巳氏から千葉県の地下
構造調査結果について，最後に神奈川県防
災局防災消防課・杉原英和氏から神奈川県
の地下構造調査についてのお話がありまし
た．いずれも関東地方の地下構造について
の興味深い結果を紹介いただいたほか，各
自治体境界での接続問題や物性値と岩相，
時代の対比などの問題点についても活発な
議論が行われました．各講演の後，総合討論が行われ，データ解釈の問題点，年代値の重要性，
高精度地質モデルによる災害予測の高精度化とその問題点など，研究だけでなくそれをどう防
災に生かすのかという点についてまで広く活発な議論が行われました．
最後に，産学官連携部門・金原氏から，これまでの活動総括と，新たに「連絡会」の設置と
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活動計画案の説明がありました．意見交換会のまとめとして，この会は第 3 回で終了し，今後
は共同研究や技術指導も念頭においたゆるい形の連絡会の設置，情報交換会や，講演会，勉強
会などの開催，メールマガジンの発行，出版物による成果の普及などを活発に行いたいとの提
案があり，会場から拍手を持って賛同されました．次年度から，連絡会として活動することに
し，次回（第１回連絡会）は千葉県で開催する予定ということで，了承されました．

意見交換会終了後に懇親会も開催され，25 名の方が参加されて，更に活発な議論で盛り上が
りました．

３．連絡会の設立趣旨
産業技術総合研究所産学官連携部門　古宇田亮一

　自治体・産総研地質地盤情報連絡会を設立した趣旨は，自治体で防災・環境対策や地質 地盤
情報の整備に取り組む関係者と産業技術総合研究所が，研究・技術情報等の情報交換を行い，
連携して解決方策を探ることです．キーワードは広域連携と考えております．人口の集中する
首都圏に限らず，最近の自治体の防災対策・環境対策では地質・地盤に関係する諸課題が重要
度を増す傾向があり，その最新情報の提供・交換と，レベルアップのためのセミナー等も包含
したいと考えております．
　参加メンバーとしては，自治体の防災・環境対策担当者，地質地盤情報の整備・利活用・普
及に関心を有する自治体関係者と，産業技術総合研究所等の関係者から構成される予定です．
会費は徴収せず，経費はメンバーの自己負担としますが，招待講演等には別途考慮されます．
　連絡会にご出席いただいて，ご意見等を存分に伺いたいと存じますが，「首都圏」から拡大す
ると交通の問題等もございます．インターネットの効果的活用に，より重点をおく活動を考え
ておりますので，遠方の方も，是非，ご参加下さい．
　事務局を産業技術総合研究所の地質調査情報センターにおきます（窓口・古宇田）．

参考：自治体・産総研地質地盤情報連絡会要領
1.　目的

地方自治体での地質地盤情報の利活用と普及を目指して，その整備に取り組む自治体関係者
と産業技術総合研究所が研究・技術情報等の交換を行う

2.　構成メンバー
地質地盤情報の整備，利活用，普及に関心を有する自治体関係者，産業技術総合研究所等の
関係者

3.　活動
研究・技術情報の交換，技術指導，共同研究，研究発表会（情報交換会）の開催等

4.　事務局
連絡会の事務局は産業技術総合研究所地質調査情報センターに置く

5.　活動経費
活動に必要な経費等は参加メンバーの自己負担とする（会費は徴収しない）
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東京都土木技術研究所，千葉県環境研究センター，千葉県総務部，
埼玉県環境科学国際センター，神奈川県防災局，神奈川県温泉地学研究所，
北海道立地質研究所，茨城県企画部，茨城県消防防災課，産業技術総合研究所関係者
（転送自由です．ご紹介いただければ御送り致しますので，ご連絡先等を御寄せ下さい）

５．イベント情報

日時：３月２５日（金）
件名：地震動予測地図ワークショップ　－地震調査研究と地震防災工学・社会科学との連携
場所：コクヨホール（東京都港区港南町 1-8-35）
主催：文部科学省
その他：http://www.jishin.go.jp/main/index.htmlの「お知らせ」参照

日時：５月２２日（日）～２６日（木）
件名：地球惑星科学関連学会 2005 年合同大会
場所：幕張メッセ国際会議場（千葉市美浜区中瀬 2-1）
主催：地球惑星科学合同大会運営機構事務局（Tel: 03-5841-4291）
その他：http://www.epsu.jp/jmoo2005/

日時：７月１３日（水）～１５日（金）
件名：自治体総合フェア 2005
場所：東京ビッグサイト西展示棟（東京都江東区有明 3-21-1）
主催：社団法人 日本経営協会
その他：http://www.noma.or.jp/lgf/

日時：９月１８日（日）～２０日（火）
件名：地質情報展 2005 きょうと
場所：京都大学総合人間学部キャンパス
主催：地質調査総合センター
その他：http://www.geosociety.jp/（日本地質学会第 112 年学術大会と同時開催）

６．最近の地質・地盤関係出版物から

地質ニュース　No.606（2005 年 2 月号）
千葉県の地震・活断層・津波などの特集です．首都圏の強震動シミュレーションのグラビ
アなどを掲載しています．（実業広報社刊行，税込 785円）

数値地質図EQ-1 「北海道太平洋岸の津波浸水履歴図CD-ROM」
北海道東南岸の津波被害履歴について，沿岸津波情報図，各地域の２万５千 分の１スケー
ルの浸水履歴図，波源モデル，霧多布湿原の津波浸水アニメーション，関連文献集を電子



的に収集した最新版です．（産業技術総合研究所刊 行，税込 1,155円）

あとがき

本メールマガジンは，自治体で地質・地盤に関係する防災・環境の関係者との情報交換の場
でありたいと願っております．関係者の皆様のご寄稿・情報を是非御寄せ下さい．

自治体・産総研地質地盤情報連絡会では，関係する課題に取り組む上で必要な，最新の基礎・
技術等を改めて研修する機会の提供なども，メールマガジンを通じて呼びかけたり，個別のニ
ーズなどの提起も考えているところです．
例えば，昨年，大きな被害をもたらし，なお復旧過程にある中越地震の影響や，スマトラ沖

地震による津波災害で注目されている浸水予測，避難経路の確保等は大きな話題です．地質・
地盤分野でも最優先で取り組んでいるところです．

産総研の調査活動は全国・全世界を対象としていますが，今後，全国的な視野で地域連携の
活動を展開するつもりでおります．例えば，北海道でも様々な取り組みがなされておりますの
で，津波浸水や火山噴火の予測と対策，有珠火山を核とした GEOPARK 構想などのご紹介も賜
りたいと存じます．
　本メールマガジンは一方通行の情報誌ではなく，関係者の皆様が共有する双方向の情報交換
の場でありたいと望んでおります．連絡会の場に直接出席されなくても，本メールマガジン上
でご意見・ご報告を伺うことも可能でしょう．
　皆様のご寄稿・ご情報を下記宛に御寄せ下さいますよう，重ねてお願い申し上げる次第です． 　　　　　

（産総研・産学官連携部門　古宇田亮一）
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